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平成 29 年度事業計画 

 土木・建築工事の現場において、「工事中に想定外の状況が出現し、その対策のための工

費が大幅に増え、さらに完成までの工期が延期されてしまった。」という事例が見られる。 

その想定外の要因の多くが、地形・地質・土質・地下水あるいは土壌汚染などに関するも

のである。わが国は、世界の中でも地質構造の複雑さや地震や豪雨の多さなど、過酷な条

件を抱える国のひとつであり、工事に伴い事業費が増大してしまうリスクが大きいのが現 

状である。このようなリスクを「地質リスク」と呼んでいる。 

 当連合会では、2005（平成 17）年から地質リスクの重要性に着目し、事例調査をはじめ

とした研究活動を実施してきた。そして、国土交通省においても地質リスクの検討が重要

であるという理解のもとに、「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総

合評価落札方式の運用ガイドライン（2015 年 11 月 24 日改訂）」においてプロポーザルに適

した業務の例として「地質リスク調査検討業務」がはじめて掲載され、昨年、業務として 

発注された。これで、地質リスクに関する国内の実務がようやく緒についたといえる。 

 さらに、当連合会が活動を継続してきた地盤情報の有効活用についても一定の成果が出

て、地盤情報データベースの構築への道筋が具体的に出来つつある。広域的に連携し、か

つ電子化されたボーリングデータが容易に入手できるような環境が整えば、「地質リスク」

を早期に発見できる可能性が高まり、われわれ地質調査業者の役割の重要性が増すことと

なる。 

 今年度は、この「地質リスクマネジメント」と「地盤情報データベースの構築」を地質 

調査業の新たな業務領域と捉え、確かな技術と経験に基づき的確に実施することで、社会

に貢献することを目指して活動する。 

 上記を踏まえ、今年度に実施する事業活動を以下に示す。       

 

Ⅰ．公益に資するための事業 

 

１ 調査研究・成果普及事業 

「地質調査の技術に関する調査研究及び啓発事業を通じ、もって一般市民との連携を図り、

“世界に類例のない、複雑な日本の地盤特性”に関する情報の共有化を進める事業」 

 (1)機関誌等の頒布事業 

  ①技術機関誌「地質と調査」の発行(年３回)と無料配布  

 ②地質調査に従事する技術者等を対象とした各種マニュアルの制作と頒布 

(2)情報発信による支援事業 

①ジオパーク（地質遺産）に関する支援事業 

  ②小中学校理科教育等への支援事業 

  ③ＰＲ用パンフレットの作成と頒布事業 



- 2 - 

 

   ・日本ってどんな国「粘土」の作成 

  ④表彰事業（全地連“奨励賞”の運用） 

(3)相談事業 

 

２ 資格付与・人材育成事業 

「地質調査に関する専門的技術者である地質調査技士等の認定を行うとともに、専門技

術の向上と維持を図るための講習会等を開催し、日本の地質調査の基礎技術の確保や

普及啓発をめざす事業」 

(1) 資格認定事業 

資格検定試験の実施・登録、更新 

・「地質調査技士」「地質情報管理士」「応用地形判読士」の 3資格に関する検定試験 

の実施 

・「地質調査技士」「応用地形判読士」は 5年毎、「地質情報管理士」は、3年毎の登録 

更新を実施 

(2) セミナー事業 

①技術フォーラムの開催 

「技術フォーラム 2017 （旭川）」の開催 

②関係機関との連携講習会等の開催 

  ・積算に関する新しい講習会（「全国建設研修センター」で開催）の実施 

(3) 教育・訓練事業 

①富士教育訓練センターの施設を利用した技術者教育を実施。 

  ②「土質・地質技術者の生涯学習ネット－ｼﾞｵ･ｽｸｰﾘﾝｸﾞﾈｯﾄ－」の管理運営と CPD 制度

（生涯学習）への対応を実施 

  ③「地質技術者のための e ラーニングシステム」の構築事業 

 

３ 提言事業  

「地質調査及び地質調査業に関する施策の調査研究を行い、国土の効率的な利用、整備、

環境問題等に繋がる提言を行うことによって、国民のための建設事業の構築をめざす事

業」 

(1) 提言事業 

  ①コスト構造改革への提言事業 

   ・地質リスクに関する活動の展開と成果の公表による PR 活動 

      ・地質リスク学会の活動支援（専門委員会への活動支援） 

   ・「地質技術顧問」の実現化に向けた活動と PR 事業 

② 地質情報の有効活用に関する提言事業と情報化対応への事業 

・横浜市のデータベース構築 
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・地盤情報データベースセンターの設立の具体化 

・CIM 対応：３次元モデル作成とフリーソフトの公開 

(2) 国内外の学会、非営利組織および関係機関との連携事業 

①NPO 地質情報整備活用機構との連携事業 

  ②（独）土木研究所との連携事業 

  ③（社）地盤工学会、地質リスク学会等との連携事業 

(3) 補助金事業    

 

Ⅱ．公益事業を支えるための活動 

 

１ 経営基盤の確立について 

(1) 中小企業施策等政府による経営支援策の調査と周知 

(2) 企業のコンプライアンスのための情報収集と周知 

(3) 「地質調査業協同組合連絡協議会（ジオ・ラボネットワーク）」の運営 

 

２ 地質調査業の社会的地位の向上について 

(1) 地質調査業が担う役割の強化に関する活動 

(2) 「倫理綱領」の遵守についての活動 

(3) 地質調査の社会的地位の向上と新しい事業領域の可能性の検討 

(4) 領域拡大に資する受託業務の推進 

(5) 資格保有者の活用に関する活動 

・「地質情報管理士」の再評価に関する PR 活動を実施（国土交通省の電子納品要領 

等に「地質情報管理士」の有効活用について明記された。） 

 

３ 地質調査業を取り巻く市場環境の改善について 

(1) 入札・契約制度の改革への対応 

(2) 「取引適正化委員会」の運営 

(3) 地質調査業の標準契約約款及び標準仕様書の整備の推進 

(4) 「地質調査要領」の普及活動 

(5) 全面改訂版積算資料の広報宣伝活動 

(6) 「地質リスク」に関する研究成果の取りまとめと関係機関へのＰＲ活動 

・「地質リスク調査検討業務」の発注促進に向けた活動と PR事業 

(7) 発注機関との定例の意見交換会の開催 

(8) 新マーケット創出・提案型事業の展開 

(9) 横浜市の崖地の現地調査の実施と事業のモデル化 

(10) ステップアップ講習会「地盤情報の利活用と地質リスクマネジメントについて」の開催 
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４ 地質調査技術の向上について 

(1) 地質調査関連技術図書の出版事業 

(2) 地質調査技術の向上及び新たな展開に向けた調査・研究 

(3) 政府等の技術的事項に関する施策への対応 

(4) 事業拡大に繋がる講習会事業の展開（道路防災点検講習会の実施） 

(5) 全地連 e-Learning センターの運営 

(6) 研修用資料の制作検討 

 

５ 技術者の資格・教育・活用について 

(1) （独）土木研究所との共催による技術講習会の開催 

(2) 財団法人全国建設研修センターとの共催による技術者短期研修会の開催 

(3) 関連学協会等との連携による地盤技術者の資格・教育・活用に関する調査・研究 

６ 情報・通信に関する事項について 

(1) 地質情報の利用促進に関する活動 

(2) Web-GIS（Web-GIS 版電子納品統合管理システム）の広報・普及 

(3) 「地質関連情報Ｗｅｂ」の充実 

(4) 地質関連情報のポータルサイトの普及活動 

 

７ 広報活動について 

(1) 地区協会の行政機関、発注機関との意見交換会等への支援 

(2) 発注機関に向けた「提案書」の作成と広報宣伝活動 

(3) 災害時における発注機関への支援スキームの検討 

(4) インターネットを活用した情報サービスと関連サイトの充実 

(5) 各種資料の提供 

 

Ⅲ．その他の事業 

 

１ 各種保険制度の運営について 

(1) 全地連グループ保険福祉共済制度 

(2) 労災上積み保険一括加入制度 

(3) 全地連第三者賠償補償制度 

(4) 全地連個人年金共済制度 

(5) 全地連職業賠償補償制度 
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２ その他 

(1) 国際化問題に関する調査・研究 

(2) 技術者等表彰制度の運用 

(3) 地質に関する社会貢献活動と表彰制度「全地連奨励賞」の運用 

(4) 受注動向調査等各種調査の実施 

(5) その他 
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平成２９年度組織 
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応用地形判読士 資格検定委員会 

総 務 委 員 会 

企 画・広 報 委 員 会 

必要に応じ WG 

技 術 委 員 会 

必要に応じ WG 

情 報 化 委 員 会 

積 算 委 員 会 

編 集 委 員 会 
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　平成２９年度
収支予算書（正味財産増減予算書）
平成29年4月1日から平成30年3月31日まで

（単位：円）
科　　目 予算額 前年度予算額 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1)経常収益

     ① 特定資産運用益 10,000 10,000 0

          特定資産受取利息 10,000 10,000 0

     ② 受取会費 65,930,000 66,176,000 -246,000

          基本会費 38,610,000 38,280,000 330,000

     　　 規模別会費 23,000,000 23,000,000 0

          賛助会費 4,320,000 4,896,000 -576,000

     ③ 事業収益 69,074,400 69,471,200 -396,800

          試験事業収益 39,074,400 38,671,200 403,200

          積算事業収益 2,000,000 3,800,000 -1,800,000

          技術フォーラム事業収益 3,600,000 3,600,000 0

          継続教育システム事業収益 900,000 900,000 0

          出版物類販売事業収益 1,500,000 1,000,000 500,000

          印刷物販売事業収益 2,000,000 2,000,000 0

          保険事務事業収益 13,000,000 11,500,000 1,500,000

          教育･研修事業収益 2,000,000 3,000,000 -1,000,000

          受託事業収益 5,000,000 5,000,000 0

     ④ 受取補助金等 1,000,000 2,000,000 -1,000,000

          受取助成金 1,000,000 2,000,000 -1,000,000

     ⑤ 雑収益 1,485,600 1,142,800 342,800

          雑収益 1,485,600 1,142,800 342,800

　経常収益計 137,500,000 138,800,000 -1,300,000

    (2) 経常費用

     ① 事業費 120,788,933 120,933,127 -144,193

          給料手当 43,482,350 41,730,897 1,751,453

          退職給付費用 836,853 836,853 0

          法定福利費 7,100,000 6,153,333 946,667

          福利厚生費 142,000 236,667 -94,667

          会議費 10,647,333 10,150,000 497,333

          慶弔費 244,667 0 244,667

          旅費交通費 7,596,667 8,100,000 -503,333

          通信運搬費 3,582,667 4,456,667 -874,000

          減価償却費 47,333 0 47,333

          消耗什器備品費 0 94,667 -94,667

          消耗品費 2,004,000 2,143,333 -139,333

          修繕費 94,667 0 94,667

          印刷製本費 8,044,667 8,100,000 -55,333

          支払手数料 4,260,000 4,276,000 -16,000

          光熱水料費 520,667 662,667 -142,000

          リース料 899,333 1,467,333 -568,000

          地代家賃 8,520,000 8,472,731 47,269

          保険料 94,667 0 94,667

          諸会費 320,000 0 320,000

          諸謝金 4,050,000 4,650,000 -600,000

          新聞図書費 473,333 473,333 0

          広告宣伝費 6,496,667 4,850,000 1,646,667

          租税公課 1,420,000 1,325,333 94,667

          委託費 9,481,333 12,450,000 -2,968,667

          清掃費 331,333 303,312 28,021

          雑費 98,397 0 98,397  
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科　　目 予算額 前年度予算額 増　　減

     ② 管理費 15,711,067 16,366,873 -655,807

          給料手当 2,449,710 2,858,763 -409,053

          雑給 600,000 600,000 0

          退職給付費用 47,147 47,147 0

          法定福利費 400,000 346,667 53,333

          福利厚生費 8,000 13,333 -5,333

          会議費 5,302,667 4,680,000 622,667

          慶弔費 305,333 300,000 5,333

          旅費交通費 4,553,333 4,800,000 -246,667

          通信運搬費 147,333 113,333 34,000

          減価償却費 2,667 0 2,667

          消耗什器備品費 0 5,333 -5,333

          消耗品費 246,000 146,667 99,333

          修繕費 5,333 0 5,333

          印刷製本費 205,333 510,000 -304,667

          支払手数料 290,000 224,000 66,000

          光熱水料費 29,333 37,333 -8,000

          リース料 50,667 82,667 -32,000

          地代家賃 480,000 477,337 2,663

          保険料 5,333 0 5,333

          諸会費 250,000 300,000 -50,000

          諸謝金 0 0 0

          新聞図書費 156,667 26,667 130,000

          広告宣伝費 53,333 200,000 -146,667

          租税公課 80,000 74,667 5,333

          支払寄付金 0 0 0

          委託費 18,667 0 18,667

          清掃費 18,667 17,088 1,579

          雑費 5,543 505,872 -500,329

        経常費用計 136,500,000 137,300,000 -800,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 1,000,000 1,500,000 -500,000

          評価損益等計 0 0 0

          当期経常増減額 1,000,000 1,500,000 -500,000

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益 0 0 0

        経常外収益計 0 0 0

    (2) 経常外費用 0 0 0

        経常外費用計 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 1,000,000 1,500,000 -500,000  
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　 (単位：円）

科     目

機関紙
発行事業

情報発信
支援事業

相談事業 計 資格認定事業
セミナー

事業
教育訓練事業 計 提言事業

学会ＮＰＯ
連携事業

助成
事業

計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（１）経常収益

　　　　特定資産運用益

　　　　　特定資産利息収入 0 0 0 0 0 10,000 10,000

　　　　受取会費

　　　　　基本会費収入 0 0 0 0 0 38,610,000 38,610,000

　　　　　規模別会費収入 0 0 0 0 0 23,000,000 23,000,000

　　　　　賛助会費収入 0 0 0 0 0 4,320,000 4,320,000

　　　　事業収益

　　　　　試験収入 0 39,074,400 39,074,400 0 39,074,400 0 39,074,400

　　　　　積算収入 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　　　　技術フォーラム参加費収入 0 3,600,000 3,600,000 0 3,600,000 0 3,600,000

　　　　　継続教育システム収入 0 900,000 900,000 0 900,000 0 900,000

　　　　　出版物類販売収入 1,000,000 1,000,000 0 0 1,000,000 500,000 500,000 1,500,000

　　　　　印刷物販売収入 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　　　　保険事務手数料収入 0 0 0 0 13,000,000 13,000,000 13,000,000

　　　　　教育・研修事業収入 0 2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0 2,000,000

　　　　　受託業務収入 0 0 0 0 5,000,000 5,000,000 5,000,000

　　　　受取補助金等

　　　　　受取助成金 0 0 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000

　　　　雑収益

　　　　　雑収入 0 0 0 0 0 1,485,600 1,485,600

0

経常収益計 1,000,000 0 0 1,000,000 39,974,400 5,600,000 0 45,574,400 0 0 1,000,000 1,000,000 0 47,574,400 13,000,000 2,000,000 2,000,000 500,000 5,000,000 0 22,500,000 67,425,600 137,500,000

　　（２）経常費用

　　　　事業費

　　　　　　　 給料手当 1,148,302 535,874 1,071,748 2,755,924 17,224,523 2,679,370 535,874 20,439,767 3,521,458 2,755,924 3,674,565 9,951,946 33,147,637 5,588,401 2,066,943 688,981 612,427 1,224,855 153,107 10,334,714 0 43,482,350

　　　　　　　 退職給付費用 22,100 10,313 20,627 53,040 331,500 51,567 10,313 393,380 67,773 53,040 70,720 191,533 637,953 107,553 39,780 13,260 11,787 23,573 2,947 198,900 0 836,853

　　　　　　　 法定福利費 187,500 87,500 175,000 450,000 2,812,500 437,500 87,500 3,337,500 575,000 450,000 600,000 1,625,000 5,412,500 912,500 337,500 112,500 100,000 200,000 25,000 1,687,500 0 7,100,000

　　　　　　　 福利厚生費 3,750 1,750 3,500 9,000 56,250 8,750 1,750 66,750 11,500 9,000 12,000 32,500 108,250 18,250 6,750 2,250 2,000 4,000 500 33,750 0 142,000

　　　　　　　 会議費 101,250 583 1,167 103,000 618,750 8,502,917 50,583 9,172,250 803,833 53,000 4,000 860,833 10,136,083 6,083 202,250 50,750 50,667 201,333 167 511,250 0 10,647,333

　　　　　　　 慶弔費 2,500 1,167 2,333 6,000 37,500 55,833 1,167 94,500 7,667 6,000 8,000 21,667 122,167 12,167 4,500 1,500 1,333 2,667 100,333 122,500 0 244,667

　　　　　　　 旅費交通費 75,000 161,667 23,333 260,000 1,075,000 3,858,333 111,667 5,045,000 776,667 110,000 380,000 1,266,667 6,571,667 421,667 45,000 115,000 13,333 426,667 3,333 1,025,000 0 7,596,667

　　　　　　　 通信運搬費 55,000 25,667 51,333 132,000 1,025,000 178,333 625,667 1,829,000 318,667 132,000 226,000 676,667 2,637,667 267,667 249,000 133,000 129,333 158,667 7,333 945,000 0 3,582,667

　　　　　　　 減価償却費 1,250 583 1,167 3,000 18,750 2,917 583 22,250 3,833 3,000 4,000 10,833 36,083 6,083 2,250 750 667 1,333 167 11,250 0 47,333

　　　　　　　 消耗品費 45,000 21,000 42,000 108,000 675,000 105,000 21,000 801,000 188,000 108,000 144,000 440,000 1,349,000 219,000 131,000 27,000 24,000 48,000 206,000 655,000 0 2,004,000

　　　　　　　 修繕費 2,500 1,167 2,333 6,000 37,500 5,833 1,167 44,500 7,667 6,000 8,000 21,667 72,167 12,167 4,500 1,500 1,333 2,667 333 22,500 0 94,667

　　　　　　　 印刷製本費 2,500 1,001,167 52,333 1,056,000 3,437,500 1,205,833 301,167 4,944,500 1,057,667 6,000 308,000 1,371,667 7,372,167 12,167 4,500 101,500 51,333 502,667 333 672,500 0 8,044,667

　　　　　　　 支払手数料 112,500 52,500 105,000 270,000 1,687,500 262,500 52,500 2,002,500 345,000 270,000 360,000 975,000 3,247,500 547,500 202,500 67,500 60,000 120,000 15,000 1,012,500 0 4,260,000

　　　　　　　 光熱水料費 13,750 6,417 12,833 33,000 206,250 32,083 6,417 244,750 42,167 33,000 44,000 119,167 396,917 66,917 24,750 8,250 7,333 14,667 1,833 123,750 0 520,667

　　　　　　　 リース料 23,750 11,083 22,167 57,000 356,250 55,417 11,083 422,750 72,833 57,000 76,000 205,833 685,583 115,583 42,750 14,250 12,667 25,333 3,167 213,750 0 899,333

　　　　　　　 地代・家賃 225,000 105,000 210,000 540,000 3,375,000 525,000 105,000 4,005,000 690,000 540,000 720,000 1,950,000 6,495,000 1,095,000 405,000 135,000 120,000 240,000 30,000 2,025,000 0 8,520,000

　　　　　　　 保険料 2,500 1,167 2,333 6,000 37,500 5,833 1,167 44,500 7,667 6,000 8,000 21,667 72,167 12,167 4,500 1,500 1,333 2,667 333 22,500 0 94,667

　　　　　　　 諸会費 0 320,000 320,000 0 320,000 0 0 320,000

　　　　　　　 諸謝金 800,000 800,000 1,900,000 400,000 2,300,000 500,000 100,000 600,000 3,700,000 50,000 300,000 350,000 0 4,050,000

　　　　　　　 新聞図書費 12,500 5,833 11,667 30,000 187,500 29,167 5,833 222,500 38,333 30,000 40,000 108,333 360,833 60,833 22,500 7,500 6,667 13,333 1,667 112,500 0 473,333

　　　　　　　 広告宣伝費 4,625,000 11,667 23,333 4,660,000 375,000 358,333 11,667 745,000 76,667 60,000 80,000 216,667 5,621,667 121,667 145,000 215,000 63,333 326,667 3,333 875,000 0 6,496,667

　　　　　　　 租税公課 37,500 17,500 35,000 90,000 562,500 87,500 17,500 667,500 115,000 90,000 120,000 325,000 1,082,500 182,500 67,500 22,500 20,000 40,000 5,000 337,500 0 1,420,000

　　　　　　　 委託費 58,750 4,083 8,167 71,000 7,231,250 220,417 504,083 7,955,750 526,833 21,000 28,000 575,833 8,602,583 42,583 15,750 5,250 4,667 809,333 1,167 878,750 0 9,481,333

　　　　　　　 清掃費 8,750 4,083 8,167 21,000 131,250 20,417 4,083 155,750 26,833 21,000 28,000 75,833 252,583 42,583 15,750 5,250 4,667 9,333 1,167 78,750 0 331,333

　　　　　　　 雑費 2,599 1,213 2,425 6,236 38,978 6,063 1,213 46,253 7,969 6,236 8,315 22,520 75,010 12,646 4,677 1,559 1,386 2,772 346 23,387 0 98,397

　　　　管理費

　　　　　　　 給料手当 2,449,710 2,449,710

　　　　　　　 雑給 600,000 600,000

　　　　　　　 退職給付費用 47,147 47,147

　　　　　　　 法定福利費 400,000 400,000

　　　　　　　 福利厚生費 8,000 8,000

　　　　　　　 会議費 5,302,667 5,302,667

　　　　　　　 慶弔費 305,333 305,333

　　　　　　　 旅費交通費 4,553,333 4,553,333

　　　　　　　 通信運搬費 147,333 147,333

　　　　　　　 減価償却費 2,667 2,667

　　　　　　　 消耗品費 246,000 246,000

　　　　　　　 修繕費 5,333 5,333

　　　　　　　 印刷製本費 205,333 205,333

　　　　　　　 支払手数料 290,000 290,000

　　　　　　　 光熱水料費 29,333 29,333

　　　　　　　 リース料 50,667 50,667

　　　　　　　 地代・家賃 480,000 480,000

　　　　　　　 保険料 5,333 5,333

　　　　　　　 諸会費 250,000 250,000

　　　　　　　 諸謝金 0 0

　　　　　　　 新聞図書費 156,667 156,667

　　　　　　　 広告宣伝費 53,333 53,333

　　　　　　　 租税公課 80,000 80,000

　　　　　　　 支払寄付金 0 0

　　　　　　　 委託費 18,667 18,667

　　　　　　　 清掃費 18,667 18,667

　　　　　　　 雑費 5,543 5,543

経常費用計 7,569,250 2,068,983 1,887,967 11,526,200 43,438,750 19,094,917 2,788,983 65,322,650 9,789,033 4,826,200 7,051,600 21,666,833 0 98,515,683 9,883,683 4,044,650 1,781,550 1,300,267 4,700,533 562,567 22,273,250 15,711,067 136,500,000

評価損益等調整前当期経常増減額 -6,569,250 -2,068,983 -1,887,967 -10,526,200 -3,464,350 -13,494,917 -2,788,983 -19,748,250 -9,789,033 -4,826,200 -6,051,600 -20,666,833 0 -50,941,283 3,116,317 -2,044,650 218,450 -800,267 299,467 -562,567 226,750 51,714,533 1,000,000

　　　　評価損益等計 0 0 0

　　　　当期経常増減額 -6,569,250 -2,068,983 -1,887,967 -10,526,200 -3,464,350 -13,494,917 -2,788,983 -19,748,250 -9,789,033 -4,826,200 -6,051,600 -20,666,833 0 -50,941,283 3,116,317 -2,044,650 218,450 -800,267 299,467 -562,567 226,750 51,714,533 1,000,000

　２．経常外増減の部 0 0 0

　　（１）経常外収益 0 0 0

　　（２）経常外費用 0 0 0

　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　当期一般正味財産増減額 -10,526,200 -19,748,250 -20,666,833 -50,941,283 3,116,317 -2,044,650 218,450 -800,267 299,467 -562,567 226,750 51,714,533 1,000,000

※公益事業費支出割合(経常費用  実施事業会計の小計値/合計値）＝　 72%

6,067,165 3,533,720 1,742,267 11,343,152 41,901,476 17,423,885 2,887,449 62,212,810 9,129,399 5,754,325 6,357,957 21,241,681 0 94,797,643 9,523,696 4,898,987 2,506,647 2,274,140 6,499,159 432,855 26,135,483 16,366,873 137,300,000

1,502,085 △ 1,464,737 145,699 183,048 1,537,274 1,671,031 △ 98,465 3,109,840 659,634 △ 928,125 693,643 425,152 0 3,718,040 359,988 △ 854,337 △ 725,097 △ 973,873 △ 1,798,626 129,712 △ 3,862,233 △ 655,807 △ 800,000

【収支予算の事業別区分表】
平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

計

参考　前年度
　（印刷対象外）（事務局作業用））

（その他５）
受託事業小計

実施事業(継続事業）会計
（その他３）

印刷物
販売事業

その他事業会計
（その他６）
表彰事業

（その他１）
保険事業 合計

（継続１）　調査研究・成果普及事業

共通

（継続３）　提言事業 （その他２）
積算事業

（その他４）
出版物

販売事業

（継続２）　資格付与・人材育成事業
法人

 


